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「社会参画」という言葉が特に注目されたのは,2006 年 12 月公布・施行された改正教育基
本法の第２条（教育の目標）において,「…主体的に社会の形成に参画し,その発展に寄与する
態度を養うこと…」と明記されてからである。その後に告示された『学習指導要領』の『解説』
では,社会科改訂の趣旨として,社会参画に関する学習の充実が提案されている。このような経
緯をたどり,社会参画を検討した本書はまさに時代の要請に応えるものと言える。 
本書の構成は,次のとおりである。 
 
第１章 社会参画と社会科（唐木清志） 
第２章 市民社会形成教科としての社会科と社会参加学習（藤原孝章） 
第３章 社会形成力育成のための社会参画と小中高一貫教育（西村公孝） 
第４章 社会科授業への社会参加学習の導入（唐木清志） 
第５章 社会参加学習の事例と課題（藤原孝章） 
第６章 社会参画と社会科・公民科教師の教育実践力（西村公孝） 
 
本書は前半（第１章～第３章）と後半（第４章～第６章）に分けられ,３人の筆者それぞれ
が一章を担当している。前半では社会参画と社会科教育についての理論を,後半では授業実践
の例を挙げている。まず,筆者ごとにその内容を紹介する。 
唐木氏は第１章と第４章を執筆している。第１章は,社会参画と社会科の関係性を総括的に
論じ,社会参画を重視する方向で社会科授業が変革される必要があることを述べている。唐木
氏は「男女共同参画社会基本法」の定義から「社会参画」の特質を導いている。それは「対等
で,自らの意思に基づき,社会のあらゆる分野への参画が議論され,利益を享受することと共に,
責任を果たすこと」である。また,日本の現代社会においてバランスをとるため,「滅私奉公」
あるいは「滅公奉私」ではなく「活私開公」という考え方を提案している。「活私開公」とは，
「一人ひとりの個性を活かすことと，協働して公共善を実現することとを，双子の目標の如く
捉え，それを同時に達成しようとすること」である。こうした「活私開公」が現代的な社会参
画のあり方であり,公民的資質の中核にすえられ,そこで,社会参画と社会科の目標である「公
民的資質の育成」とを結びつけている。唐木氏は,社会科の成立経緯から社会参画の視点が社
会科の成立当初より重視され,社会科の根幹に位置付くものであることを明らかにしている。
また,社会参画はシティズンシップ教育の内容及び法教育とも関連性があることも指摘してい
る。 
唐木氏は社会参画を志向する社会科授業の類型化を行っている。具体的には,「理解」を重
視する「科学的社会の認識の育成を目指す社会科授業」,「能力」を重視する「意思決定力の
育成を目指す社会科授業」,「態度」を重視する「社会的実践力の育成を目指す社会科の授業」
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の３類型である。なお,この議論の中で,子どもたちに育成すべき資質・能力を「社会参画力」
ではなく「社会形成力」とし,社会科に導入する学習は「社会参画学習」ではなく「社会参加
学習」という用語を用いている。なぜなら,社会科教育研究に混乱を引き起こさないため,また
研究的蓄積を軽視させないことを理由にあげている。 
第４章では,授業実践について社会参加学習を提案している。モビリティ・マネジメント
（Mobility Management）教育という新しい教育とその実践を紹介しながら,社会参画を志向
する社会科授業では「問題把握」「問題分析」「意思決定」「提案・参加」の４段階を構想すべ
きであると主張し,特に子どもの「提案・参加」が重視されるべきことを述べている。また,
社会参加学習の成立のために,「地域社会の課題を教材化すること」,「プロジェクト型の学習
を組織すること」,「振り返りを重視すること」,「学問的な知識・技能を習得,活用する場面を
設定すること」,「地域住民との協働を重視すること」の５つの必要条件を示している。。 
藤原氏は第２章と第５章を担当している。第２章ではシティズンシップという概念に注目し
ながら,市民社会形成教科としての社会科の特性について論じている。日本の現実として,戦後
以来の 60 年間の日本社会における３つの変容と１つの発見をあげている。それは「社会の変
容」「子ども・若者の変容」「共同体の変容」と「市民性（あるいはシティズンシップ）の発見」
である。このような変容と発見に対し,藤原氏は２つの発想を提案している。それは「日本の
文化伝統などの共同性や国家共同体（ナショナリズム）を強調すること」と「消費社会や競争
社会における個人の自己責任と権利,個人の自立や市民社会への参加を促すこと」である。こ
のような観点から,藤原氏は社会科教育における社会参画の学習を促す必要性を指摘している。
その藤原氏の考える社会参画とは,「新たな公共空間において，多元的で重層的な社会に責任
を持って，アイデンティティや価値の基準を検証し，明確化して，問題解決に積極的に参加・
参画する社会形成力としてのシティズンシップ」である。なお,藤原氏は参加型学習の方法を
検討している。そのポイントは３つに分けられ,活動的学習,学び合う学習,社会に参加するた
めの学習である。 
第５章では,政治学習，経済学習，国際理解学習として,社会参加学習がいかに成立しうるか
に関して実践例を取り上げながら説明している。学習領域ごとにそれぞれ実施する必要性を述
べ,具体的な単元計画あるいは学習指導案を提出している。政治学習では「模擬選挙」を取り
入れ,経済学習では「起業家プロジェクト学習」に注目し「海外旅行の企画を売り込もう」と
いう学習活動に取り組み,国際理解学習ではフェアトレード（公正な貿易と訳す）を取り入れ,
「ひとかけらのチョコレート」を題材とした単元とする。この３つの学習の共通点は,生徒た
ちに社会への参加力・行動力を身につけさせることである。 
西村氏は第３章と第６章を執筆している。第３章は社会参画をめぐって社会形成力について
検討している。戦後の学力観の変遷により,社会形成力に注目にされるようになった。西村氏
は第４の教育改革の切り口として社会形成力に注目している。彼により,社会参画は社会形成
力の３つの目標の１つとして,社会科授業論における目的にも手段に位置づけられている。そ
して，社会形成力を育成するために,社会科は小中高の枠組みで考えなければならないことを
主張している。社会形成力育成論については,先行研究の成果を比較しながら,自分が主張して
いる社会形成力の定義を明らかにしている。その社会形成力の目標,方法,内容編成,また公民
形成における社会形成力の育成が重視される理由を詳しく説明している。 
西村氏の「社会参画」は,近代を生きる社会の構成員としての資質・能力であり,主体的に社
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会に働きかけ他者と能動的に問題解決ができ,また個人の人生の成功と社会の持続的発展に貢
献できる価値ある能力である。 
ここで,注意したいのは西村氏により本書で提案する「社会参加」が,企画段階から参加し結
果について共同責任を負う「社会参画」を含めた広義の概念としている点である。評者には，
社会参画の類似語としての社会参加と社会形成力の用語の区別が分かりづらく，もっとはっき
り区別し解釈すればより主張が明確化されるのではないだろうかと考える。 
第６章では社会参画能力を育成するため,発信能力育成の発信型授業論を提案している。具
体的には，主権者意識を育てるために生徒の主体的な学習活動を取り入れ，学習形態（個別，
グループ，一斉）を工夫し，政治の動きを身近な社会生活との関わりで理解させることにある。
また，学習が知識・理解に終わらないように，問題解決の場面で多面的･多角的な見方･考え方
ができる討論活動を取り入れ，総合的に思考･判断した考えを表現させ，身近な生活で実践(社
会参画)することにより政治的社会化を図ることにしている。 
また,社会科・公民科教師の教育実践力を高めるため，教員養成の改善の提案がなされてい
る。社会参画に関する社会科・公民科授業を生み出す教師の役割に注目し,そのような実践を
生み出すには,教師の自己省察が必要となることを論じている。教師は地域社会の一員として,
国家の主権者及びグローバル化社会の一員として社会参画能力を身につけなければ未来の形
成者を育てることができないと指摘している。 
以上は，執筆者ごとの理論と実践，それぞれについて要点を紹介したものである。こうした
３者の理論と実践を通して,社会参画とは何か,なぜ社会科教育の中で社会参画を行わなけれ
ばならないのか,授業実践において社会参画型授業をどのようにすればよいのかが明らかにさ
れている。ここでは,三氏の共通点と相違点について検討したい。 
３者とも社会のドラスティックな変化を前に,単に社会の変化に柔軟に対応できる人間を育
成することにとどまらず,より積極的に社会に関与して,社会的な課題を解決しながら,より良
い社会を創造できる市民を育成することにあることには賛同している。つまり,異なる研究歴
を持ち,「参加」という同じ概念に注目しながら異なる教育観を形成してきた３者において,
社会科の使命に関する考え方は共通している。 
唐木氏は「公」と「私」の議論から立ち上げ,社会構成員として社会的責任を果たすことを
重視している。授業実践においては,問題解決能力の育成を図る社会科授業論が特徴である。
藤原氏はシティズンシップ教育の育成の視点から社会参画を論じている。特に学習領域ごとに
紹介している具体的な授業分析と開発が,社会科教育現場の教師たちの参考になるだろう。西
村氏は社会形成力を中心として社会参画を論じている。社会科授業論の中に,社会参画能力を
育成することを求めているが,小中高一貫教育を主張する点に特徴がある。なお,生徒側だけで
なく,教師側も社会参画にかかわる教育実践力を育成すべきと提案している。 
ともあれ，戦後の長きにわたり日本の教育目標であり続けたのは，「より良い社会づくり」
に寄与する市民の育成であった。本書が挑戦する社会参画は，まさにこの課題に合致する概念
である。なお，本書は社会参画に関わる論文を挙げつつ,その議論を充実させるために有効な
貴重な視点が含まれている。社会科における社会参画や社会科教育を考える際に,本書は著書
の形態としておそらく最高の水準のものであろう。本書は,章によって記述様式や著者ごとに
主張が異なるなどいくつかの問題点はあるが,現在の日本の社会科教育界では社会参画と社会
科教育を考えるための水準を示す好著として推奨に値する。社会的ニーズはあるものの,現在
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社会参画に関する研究や議論は欠如しているのが現状である。学会において研究発表はまだま
だ少なく,研究者も限られている。本書を契機に,社会参画に関心持ってくれる学生や教員・研
究者が増えてくることが,最終的な望むところである。 
 
（程琪） 
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